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⽬的︓市町村による保健事業の質向上と、
現場の事業運営の負担軽減を図る。

▪計画様式
健康課題を解決するための保健事業の設計となるような
構造的な計画様式を⽤いる。

▪共通の評価指標
市町村の実績が⽐較でき、効果的な保健事業の知⾒を
抽出しやすくなる。
市町村独⾃の評価指標も設定しやすくなる。

▪保健事業の⽅法・体制
保健事業の成果や実施率を上げる⽅法・体制の知⾒を
共有し、さらに市町村の特徴に応じた⼯夫を検討する。

データヘルス計画の標準化
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健康課題の解決策（保健事業）地域・職域における
健康課題

評価指標

健康課題

対象

アウトカム指標(成果)

アウトプット指標(実施率)

⽅法・体制

成果を上げる⼯夫

実施率を上げる⼯夫

データヘルス計画の標準化の要素

② 共通の「評価指標」の設定
↓

客観的な評価につながる

③ 「⽅法・体制」の知⾒の体系化
↓

成果、実施率の向上につながる

① 構造的な「計画様式」の適⽤
↓

健康課題と保健事業を紐づける

①

② ③



☞ ⼈材の確保・育成
☞ データ活⽤の強化

▪市町村のマンパワー
▪効果を上げる予防・健康づくりのノウハウ

【都道府県による基盤整備事業】【⾃治体の予防・健康づくりの課題】

【東京⼤学 都道府県向けリーダーシップ・プログラム】

１ 市町村を⽀援する基盤整備
・「データヘルス計画」の標準化ツールの提供
・市町村の現状把握・分析に活⽤する様式の提供
・先進的な保健事業のライブラリの提供
・市町村職員向け研修・教育ビデオの提供

２ データを活⽤した課題解決の⽀援法
(１) 「データヘルス計画」の構造化の⽀援

・健康課題を解決する事業設計の⼯夫
・課題解決度を測る評価指標の設定

(２) 事業評価・⾒直しの⽀援
・データを活⽤した評価
・評価結果に基づく⽅法・体制の⾒直し

データヘルスの
研究拠点の
知⾒提供

全国⾃治体の
ノウハウ共有

市町村による
PDCA⽀援

３ 事業運営を担う⼈材育成
・データの利活⽤
・関係部署・関係機関の共創を促すプラットフォーム
・専⾨家, 外部委託機関の活⽤法

都道府県職員
への研修

＊都道府県国保ヘルスアップ⽀援事業を含む

都道府県のリーダーシップを
発揮する基盤

事業運営ツール
・素材の提供

(c)Shigeo Ogawa

国⺠健康保険には基盤整備の⼀環で標準化ツールを提供東京⼤学「都道府県向けリーダーシップ・プログラム」



都道府県注）

市町村

都道府県内の現状および課題の俯瞰
▪市町村の特徴や課題を同じ様式にて客観的に把握する
▪市町村への必要な⽀援につなげる
健康課題の解決と業務負担の軽減
▪地域の健康課題を解決する設計の“型”とする
▪データヘルス計画策定や引継ぎ、庁内外との連携に活⽤

注）都道府県庁に加えて、保健所、国⺠健康保険団体連合会など市町村を⽀援する地域資源を含みます。

データヘルス計画の標準化ステップ

▪標準化の意義および⼿順の把握
-都道府県／市町村による理解
▪データヘルス計画の構造の整理
-基本情報／計画全体／個別事業
▪市町村へのヒアリング
-庁内・地域資源／健康課題を解決する設計
▪市町村へのフィードバック
-優れた⼯夫、改善の余地がある要素
▪市町村による適⽤および都道府県での共有

データヘルス計画標準化ツールを活⽤する⽬的

データヘルス計画標準化ツール

地域における健康課題の解決につながり、市町村の業務負担を軽減する⽬的で、2021年度は７都
県が下記のステップでデータヘルス計画の標準化に取り組んでいます。

出典）令和3年度厚⽣労働省保険局国⺠健康保険課委託事業「データヘルス計画に基づく保健事業の実態調査等事業アンケート調査結果」

東京⼤学 都道府県向けリーダーシップ・プログラム（国保向け計画様式の活⽤）
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データヘルス計画標準化ツール®の構成

-基本情報シート
▪当該市町村の概況
▪健康課題

-計画全体シート
▪健康課題に紐づく⽬的・⽬標・評価指標
▪保健事業⼀覧

-個別事業シート
▪個別の保健事業の⽬標・評価指標

（アウトカム指標／アウトプット指標）
▪⽅法（プロセス）／体制（ストラクチャ）



第２期データヘルス計画 A市

2018
（H30 )

2019
（R1)

2020
（R2)

2021
（R3)

2022
（R4)

2023
（R5)

A 1 特定健診による⽣活習慣・健康状態の把
握

特定健康診査受診率 50% 55% 60%

B ✓ 4 ⽣活習慣の改善 糖尿病性腎症重症化予防 検査値
（HbA1c）改善者率

40% 50% 70%

C ✓ 3 受診勧奨による早期受診 医療機関受診率 5% 10% 20%

D 5,6 保健指導等による適正受診 ジェネリック医薬品差額通知書 通知後普及率
（数量ベース）

60% 70% 80%

番号 事業分類 新規 重点 事業
シート

1 特定健康診査 A市（１）

2 特定保健指導 A市（２）

3 A市（３）

4 A市（４）

5 訪問指導

健康教育

健康相談

6 後発医薬品

その他

健康課題

優先
する健
康課
題

特定健康診査の受診率及び特定保健指導の実施率
が低い。

⽣活習慣病の医療費が⾼く、患者数も多い。特に糖尿
病性腎症等の医療費が⾼い

⽬的 ⽬標 評価項⽬ 現状値

⽬標値

要受診にも関わらず医療機関の未受診が多く、治療中
断者も多い

ジェネリック医薬品利⽤差額通知事業

ジェネリック医薬品の利⽤率のさらなる向上が必要

対応する
保健事業
番号

事業名

特定健康診査事業

⽣活習慣・健康状態の把握

⽣活習慣の改善

重症化予防
受診勧奨通知事業

糖尿病性腎症重症化予防事業

重複・頻回受診、重複服薬訪問指導事業

医療機関への早期受診・適正受診

特定保健指導事業
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地域の健康課題を解決する構造にする（健康課題と保健事業との紐づけ）

⽬的 ⽬標・評価指標健康課題

健康課題を解決する
⽬的･⽬標（評価指標）を設定

健康課題と解決策である

保健事業を紐づけ

保健事業

データヘルス計画標準化ツール® 「全体計画シート」の構造



事業⽬標

成果を測るアウトカム指標 実施量を測るアウトプット指標

効果的な事業を実施する⽅法

ツール・⼈員を持つ社会資源との共創体制

効率的に対象へアプローチする⽅法

対象への動線を持つ社会資源との共創体制

事業を実施する対象（右欄の⼀部） アプローチする対象

⽅ 法

体 制

対 象

第２期データヘルス計画 Ａ市
1 特定健診

評価指標

特定保健指導

成果を上げる
⽅法・体制は︖

実施量を上げる
⽅法・体制は︖

設定されているか。 設定されているか。

データヘルス計画標準化ツール® 「個別事業シート」の構造
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評価指標を意識し、事業の⽅法や体制を組み⽴てる
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出典）令和3年度厚⽣労働省保険局国⺠健康保険課委託事業「データヘルス計画に基づく保健事業の実態調査等事業アンケート調査結果」

国保データヘルス計画で標準化を実施中
11都道府県の標準化のメリット
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出典）令和3年度厚⽣労働省保険局国⺠健康保険課委託事業「データヘルス計画に基づく保健事業の実態調査等事業情報提供資料」

国保データヘルス計画で標準化を実施中
11都道府県の標準化のメリット
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第３期データヘルス計画の⽅向性

データヘルス計画では、「実施する」ことが⽬的だった保健事業から
健康課題を「解決する」事業への転換が必要

「特定健診実施率向上事業」

健診を実施することが⽬的

「特定健康診査事業」

健診の実施を通じて

健康増進・疾病予防が⽬的

データヘルス計画の標準化の必要性 「健康課題に基づく事業の設計」
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出典）東京⼤学 データヘルス電⼦講義第６章より

第３期データヘルス計画の⽅向性データヘルス計画の標準化の必要性 「健康課題に基づく事業の設計」

▪第2期データヘルス計画では、健康課題との紐付けが
できていない計画が相当数ある。

▪データヘルス計画標準化ツールへの整理で⾒える化し、
さらに第3期では計画策定段階で保険者に意識してもらう。
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出典）令和3年度厚⽣労働省保険局国⺠健康保険課委託事業「データヘルス計画に基づく保健事業の実態調査等事業アンケート調査結果」

保険者の負担軽減も必要



国保データヘルス計画の標準化 保険者（市町村）のメリット

-健康課題への意識
▪健康課題を把握したうえで、保健事業を展開していくことの重要さを再認識しました。当市の
健康課題はなにか、そこを認識していないと、中間評価や、今後の保健事業の構造やバラン
スを組み⽴てることは難しいと感じました。

▪本市も評価指標が曖昧であったり、個々の事業を⾏う上で、その⽬的や健康課題とのつなが
りが薄らいでいると実感しました。

-⽐較、参照
▪ 「標準化ツール」等により、各市区町村のデータの⽐較が容易になることと思われます。来年
度以降、他市区町村のデータヘルス計画を参照し、⾃区の計画策定の参考にすることができ
るとよいと思います。

▪標準化ツールを使⽤することにより、他市町村との⽐較、健康課題の視覚化が可能になり、
保険者職員の負担減に繋がる。

-負担軽減
▪標準化ツールを使⽤すれば、担当者間だけでなく、他の関係所管とも検討しやすくなり、事務
的負担も軽減できるように感じた。健康問題について継続的に事業計画、実施評価が出来
るようになれると思われる。

▪標準化ツールや保健事業カルテを⽤いることで、計画策定への負担が軽減されるように⾒えま
した。今まで計画策定を外部に委託してきた経緯もあり、次期計画の策定においては、計画
策定の⼿法を考える必要があると感じました。 －14－

市町村が考える標準化のメリットは、
「健康課題への意識」、「⽐較、参照」、「負担軽減」（研修会アンケートより）



区市町村、都県以外にも、保健所、国保連(⽀援・評価委員)、
場合によっては⺠間事業者も参加し、⼀つ⼀つの市町村を⽀援している。
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⽬的︓市町村による保健事業の質向上と、
現場の事業運営の負担軽減を図る。

▪計画様式
健康課題を解決するための保健事業の設計となるような
構造的な計画様式を⽤いる。

▪共通の評価指標
市町村の実績が⽐較でき、効果的な保健事業の知⾒を
抽出しやすくなる。
市町村独⾃の評価指標も設定しやすくなる。

▪保健事業の⽅法・体制
保健事業の成果や実施率を上げる⽅法・体制の知⾒を
共有し、さらに市町村の特徴に応じた⼯夫を検討する。

データヘルス計画の標準化（再掲）


